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② 子ども・子育て支援新制度における給付・事業 

新制度では、「子ども・子育て支援給付」として、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通

の給付である「施設型給付」と小規模保育事業等をはじめとする「地域型保育給付」が実施されて

います。この新制度の給付体系に入る教育・保育施設を「特定教育・保育施設」、地域型保育事業

を「特定地域型保育事業」といい、また、「地域子ども・子育て支援事業」として子ども・子育て

支援法で定められた法定13事業を実施しています。 

新制度における給付・事業は次のとおりです。 

③ 保育の必要性の認定 

幼稚園、保育所、認定こども園、小規模保育等の教育・保育を利用する子どもについては、以下

の3つの認定区分が設けられ、この区分に基づいて施設型給付等が行われます。 

■ 認定区分別の対象者・利用する施設・事業 ■ 

認定区分 対象者 
主に利用する 

施設・事業 

1号認定 
満3歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園 

2号認定 
満3歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の

子ども（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

3号認定 
満3歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の

子ども（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

小規模保育等 

子ども・子育て支援給付 

＜施設型給付＞ 

幼稚園（3～5歳） 

保育所（0～5歳） 

認定こども園（0～5歳）

＜地域型保育給付＞ 

小規模保育事業（定員6～19人）

家庭的保育事業（定員5人以下） 

居宅訪問型保育事業 

事業所内保育事業

地域子ども・子育て支援事業 

①時間外保育事業（延長保育）       ⑧乳児家庭全戸訪問事業 

②一時預かり事業             ⑨養育支援訪問事業(母子保健）、子どもを守る 

③病児保育事業               地域ネットワーク機能強化事業（児童福祉） 

④子育て援助活動支援事業         ⑩妊婦健康診査事業 

（ファミリー・サポート・センター事業）  ⑪放課後児童健全育成事業 

⑤子育て短期支援事業           （放課後児童クラブ） 

⑥地域子育て支援拠点事業         ⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑦利用者支援事業             ⑬多様な主体の参入促進事業 
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（４） 計画の期間 

本計画は、令和2年度から令和6年度までの5年間を計画期間とします。 

また、本計画における施策が社会情勢の変化のなかで、効果的に実現するよう、毎年度、進捗

状況を管理するとともに、必要に応じて中間年度（令和4年度）に計画の見直しを行うなど弾力

的な対応を図ります。 

2015年度

H27年度 

2016年度

H28年度 

2017年度

H29年度 

2018年度

H30年度 

2019年度

R元年度 

2020年度

R2年度 

2021年度

R3年度 

2022年度

R4年度 

2023年度

R5年度 

2024年度

R6年度 

見直し 

（５） 計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法の規定により市町村等の合議制機関として

設置が努力義務化されている「地方版子ども・子育て会議」として、子育て中の保護者や幼児教

育・保育施設等の関係者、学識経験者等で構成する「宇美町子ども・子育て会議」を設置し、計

画内容等について、当事者・関係者の意見を反映できるよう努めました。 

このほか、保護者に対するアンケート調査や計画案に対するパブリックコメント（町民意見提

出手続）により、町民の意見の反映に努めました。 

■ 計画の策定体制、及び町民意見聴取の取組 ■ 

 調査・ 検討案 

 検討依頼 提案 

策定体制 

町民からの意見聴取 

子育てに関するアンケート調査 

対象：乳幼児保護者   1,000人 

   小学校児童保護者  750人 

   中高生等      750人 

計画原案パブリックコメント 

町 長 

子ども・子育て会議 

[学識経験者、関係団体・住民代表等] 

事務局（こどもみらい課） 

意見 

提案 

要望 

うみっ子未来プラン 
（第二期宇美町子ども・子育て支援事業計画）

うみっ子未来プラン 
（第一期宇美町子ども・子育て支援事業計画） 
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事業名 成果指標 
目標値 

（平成 31年） 

実績値 

（平成 30年） 

世代間交流 推進

中学校での子育てサロン実施
回数 

宇美東中 年12回 
宇美南中 年9回 
宇美中 年7回 

宇美東中 年7回 
宇美南中 年6回 
宇美中 年6回 

世代間交流子育    実施
回数

年10回 年7回

青少年団体 支援及
び連携の強化 

立 入 調査
各種団体への支援 年2回 年2回

地域 交流 場 整備
地域子ども教室の実施か所数 2 校区以上 1 校区 
アンビシャス広場の実施か所数 2地区 2 地区 

子どもの体験活動の推
進 

   里    森    開
催回数 

参加人数 950 人以上 1 回／年実施
参加人数 767 人 

チャレンジクラブの参加者数 延べ人数 690人以上 延べ人数 592人 

町立図書館 機能 
充実 

おはなし会の実施回数 
実施回数 

定例20回／年
スペシャル6回／年

実施回数 
定例43回／年

スペシャル5回／年
18歳以下 利用者数 月平均1,300人 月平均629人 

障がい児保育の充実 
研修の実施回数 研修3回／年 研修3回／年
「すくすく」巡回回数 巡回3回／年 巡回3回／年

子育てボランティアの育
成 

サポーター養成講座の開催回
数 1回／3年 1回／3年

防犯灯等の整備 

平成25年度  新  5 年
継続事業としてＬＥＤ防犯灯
整備か所数（平成29年度完
成） 

ＬＥＤ防犯新設 
334か所 

ＬＥＤ防犯灯具取替 
654か所 

計988か所にLED防犯灯
を整備 

※目標値は平成25年度
   累計

ＬＥＤ防犯新設 
2か所（348か所） 
ＬＥＤ防犯灯具取替 
54か所（742か所） 

計56か所（1,090か所）
に LED防犯灯を整備 

※（ ）の数値は平成25
年度   累計
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（会議） 

第８条 子育て会議の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 子育て会議の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 子育て会議の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（部会） 

第９条 子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員又は臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、会長がその職務を代理する。 

５ 第7条第2項の規定は部会長の職務について、前条の規定は部会の会議についてそれぞれ準用

する。この場合において、第7条第2項並びに前条中「会長」とあるのは「部会長」と、「子育

て会議」とあるのは「部会」と、前条第2項及び第3項中「委員」とあるのは「部会の委員」と

読み替えるものとする。 

（関係者の出席） 

第10条 会長又は部会長は、子育て会議又は部会において必要があると認めるときは、それぞれ

の会議に関係者の出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は関係者からの必要な資料の提

出を求めることができる。 

（庶務） 

第11条 子育て会議の庶務は、こどもみらい課において処理する。 

（委任） 

第12条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が子育て会

議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（子育て会議の招集の特例） 

２ この条例の施行後及び委員の任期満了後最初に開催される子育て会議の会議は、第8条第1項

の規定にかかわらず、町長が招集する。
































